
業務管理指導の推進について（通達）

最終改正 令和５．２．21 例規務第４号

京都府警察本部長から各部長、各所属長あて

みだしのことについて下記のように定め、平成28年３月10日から実施することとしたか

ら、適正な運用に努められたい。

なお、業務管理指導の推進について（平成27．12．17：一般監・務・総・生企・地域・

刑企・交企・備一第 204号）の一般通達は、廃止する。

記

１ 趣旨

この通達は、警察本部の各部（以下「各部」という。）における業務管理指導の推進

に関し、必要な事項を定めるものとする。

２ 業務管理指導の目的

業務管理指導は、各部の指導体制の下、非違事案の発生要因に着目した再発防止策そ

の他業務の改善策を講じることにより、適正な業務管理を徹底することを目的とする。

３ 実施体制等

(1) 実施体制

ア 業務管理指導実施責任者

(ｱ）各部に、業務管理指導実施責任者（以下「実施責任者」という。）を置き、次

長、参事官、サイバーセンター長及び組織犯罪対策統括室長のうちから部長が指

定する者をもって充てる。

(ｲ) 各部長は、複数の実施責任者を指定するときは、実施責任者ごとの業務管理指

導に係る責任及び任務の範囲を定めるものとする。

イ 業務管理指導補助者

実施責任者を補助する者として、各部に、業務管理指導補助者（以下「補助者」

という。）を置き、理事官（総務部にあっては総務部長が指定する者）をもって充

てる。

(2) 実施責任者等の措置

ア 実施責任者は、所属する部における適正な業務管理指導を推進するため、補助者

及び所属する部の所属長を指揮して業務管理指導を実施するものとする。

イ 実施責任者は、業務上の非違事案を防止するため必要と認めるときは、関係する

所属長に対し、業務の改善が必要であると認めた事項を業務改善指導通報（別記様

式）により通報してその改善を求めるものとする。この場合において、通報を受け

た所属長は、当該通報に係る事項の内容に応じ、速やかに改善方策、措置結果等を

当該事項に係る業務を主管する部長に報告するものとする。

ウ 補助者は、実施責任者の指揮を受け、業務管理指導の対象とする所属（以下「指

導対象所属」という。）に対する指導教養の実施その他の非違事案を未然に防止す

るために必要な措置を講じるものとする。

４ 留意事項



(1) 実態に応じた業務管理指導

各部長は、部における業務管理指導を、それぞれの部の実態に応じて実施するもの

とする。

(2) 適時適切な措置

実施責任者は、指導対象所属に対する業務管理指導を行うほか、補助者及び所属長

を指揮して警察職員の業務及び服務に関する執務資料その他の文書を配布するなど、

適正な業務管理のための適時適切な措置を講じるものとする。

(3) 監察官室との連携

各部の補助者及び警察本部の所属長は、非違事案防止、業務管理及び服務に関する

改善事項並びに府民からの苦情、要望、意見等を踏まえた業務の改善事項に関する執

務資料その他の文書を発出し、又は配布するときは、監察官室長に連絡するものとす

る。

５ 細部事項

この通達に定めるもののほか、各部における業務管理指導に関し必要な細部事項は、

各部長が別に定める。

６ 経過措置

この例規通達の実施の際現に従前の規定により行われた通報及び当該通報に基づき行

われた改善方策等の報告は、それぞれこの例規通達の規定により行われた通報及び当該

通報に基づき行われた改善方策等の報告とみなす。
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